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1 はじめに

長周期の天候・気候変動に伴う大気循環変動

の力学的メカニズムを明らかにするための解析

手法はいくつも提案されているが、そのうちの

一つに、順圧・傾圧エネルギー変換を調査すると

いうものがある。このエネルギー変換は、擾乱

と基本場との間のエネルギーのやり取りを表し、

運動に伴う順圧成分と、温度に伴う傾圧成分とに

分けることが出来る。このエネルギー変換の分

布や量を調査することで、擾乱の形成・強化・維

持または減衰の過程を定量的に調査しようとい

うものである。例えば、Kosaka and Nakamura

(2010) は、日本を含む北西太平洋域の夏季気候

に大きな影響を与える Pacific–Japan パターン

（以下 PJ パターン）の形成メカニズムに際し、

傾圧的かつ東西非一様な基本場からの順圧及び

傾圧的なエネルギーの獲得が重要であることを、

観測データと数値シミュレーションデータの

双方の解析により示した。また、Tanaka et al.

(2016)は、冬季の western Pacific パターン (以

下 WP パターン) の維持メカニズムを調査し、

WPパターンは（順圧擾乱の印象が強いが実は）

傾圧構造を持つこと、そしてWPパターンの有

効位置エネルギー（available potential energy;

APE) の維持には基本場からの傾圧エネルギー

変換が重要であることを示した。また彼らは同

時に、WP パターンの維持には傾圧エネルギー

変換だけでなく、基本場からの順圧エネルギー

変換の寄与も一定程度重要であることを示して

いる。

このように、エネルギー変換の調査は大気長

周期変動の解明の有効な手段になりうるが、その

一方で限界も併せ持つ。この限界はエネルギー

変換の定式によりもたらされるもので、詳細を

以下に説明する。擾乱から見た順圧エネルギー

変換 CK と傾圧エネルギー変換 CP の表式はそ

れぞれ、β 平面における p 座標系上の地衡風擾

乱に対し、

CK = (v′2 − u′2)
∂U
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と表現される。ただし、(u′, v′)は擾乱水平風速、

(U, V )は基本場水平風速、Rは気体定数、S2 は

大気安定度に関係する量を表す。任意の物理量

P に対し、P は、十分な長さの P の時間平均を

表している。いま、地衡風擾乱を考えているの

で、擾乱流線関数 ψ′ を用いると、上式は
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と書くことが可能である。さて、(3) や (4) を

みると、これらの表式は、擾乱の 2 次の項に

基本場風速の勾配を乗じた形になっている（例

えば、ψ′2
x − ψ′2

y という擾乱 2 次の項と ∂U
∂x と

いう U の東西勾配量との掛け合わせになって

いる）。基本場風速の空間スケールは擾乱のそ

れよりも十分に大きいとすると、もし擾乱が

ψ′ ≈ sin(kx+ ly +mp− ωt)という平面波*1だ

*1 p 座標系にて鉛直 p 方向に平面波を仮定するのは物
理的実態をあまり反映しないので好ましくないが、理
論的考察を簡単にするためにこのように仮定した。
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と仮定したとき、位相平均しない CK と CP の

水平分布は半波長の強い位相依存性を持ってし

まう（具体例を第 3節で示す）。すなわち、擾乱

流線関数の「節」の部分には大きな値を持ちう

るが、振幅の極大または極小付近では逆に 0 に

近い値になることが予想される。もし擾乱が移

動性、すなわち ω ̸= 0であれば、擾乱の一周期

より長い時間平均が位相平均に対応するため、

時間平均を取ることでこの位相依存性を除去し、

一波長より長いエネルギー変換の分布を得て意

味のある物理的考察に繋げることが出来る。し

かし、PJパターンにせよWPパターンにせよ、

または他の長周期変動大気循環偏差パターンに

せよ、気候変動に関わる擾乱はほぼ停滞性擾乱

つまり ω＝ 0 と解釈できるため、時間平均が位

相平均に対応しない*2 。従って、(3)や (4)式を

使用するのでは、一波長より長い波束全体と基

本場との間のエネルギーのやり取りの評価が困

難になってしまうのである。実際、上で引用し

た Kosaka and Nakamura (2010)や Tanaka et

al. (2016)において、PJパターンやWPパター

ンは地域的にかなり限定された擾乱であるにも

関わらず、CK や CP の評価の際に北半球平均

などの水平領域平均を使用しているのは、上記

に指摘したような CK、CP の位相依存性のた

めであると思われる。

2 位相依存性のないエネルギー変換項
の定式化の概要

いままで指摘した問題を解決するためには、

時間平均をとらずとも位相依存性のないエネル

ギー変換項の定式化が必要となる。紙面の関係

でここでは定式化の基本的な方針と概要につい

*2 停滞性擾乱に関するエネルギー変換項の位相依存性の
問題は、Plumb (1986)や Trenberth(1986)などの
時間平均の pseudomomentum wave-activity flux

（擬運動量波の活動度フラックス）の停滞性擾乱にお
ける位相依存性の問題とよく似ている。

て述べることとする*3。

まず、伝統的なエネルギー変換項である (3) 式

及び (4) 式の導出を確認する。代表的な導出方

法は、準地衡風系において線形化された運動量

方程式と熱力学方程式から擾乱エネルギー

　 e =
1

2
(ψ

′2
x + ψ

′2
y +

f20
S2
ψ

′2
p )　 (5)

の時間発展式方程式を導くことである。その結

果として、(3)式及び (4)式を得ることが出来る。

しかしこの表式を停滞性擾乱に適用するのはあ

まり好ましくないことは第 1 節で見たとおりで

ある。擾乱エネルギー eの表式（5）式をよく見

ると、この式も位相平均をしない場合は擾乱の

位相に依存する形をしている。例えば、擾乱流

線関数が ψ′ ≈ sin(kx+ ly+mp−ωt)と仮定さ

れるのであれば、e ≈ cos2(kx+ ly +mp− ωt)

となる。そこで、位相平均などしなくとも「位

相依存性のない擾乱エネルギー」を E を以下の
ように定義する；

　 E =
1

2
(e− 1

2
ψ′q′)　 (6)

ただし、q′ は擾乱の凖地衡渦位である。（6）式

の右辺第二項は、擾乱流線関数が ψ′ ≈ sin(kx+

ly+mp−ωt)ならば振幅は eのそれと同じにな

り、かつ sin2(kx+ ly +mp− ωt)に比例する。

従って、（6）式は、WKB 近似の範囲において

「位相依存性のない擾乱エネルギー」として定義

されうるわけである。これは、擾乱の波束とし

てのエネルギーを時間平均などせずに把握する

のに有効な物理量になると期待出来る。

なお、（6）式の右辺第二項は、突然持ち出さ

れた物理量ではない。2 次元乱流の研究では一

般化されたエネルギーを、（6）式右辺第二項と

よく似た表式で定義する。ただし水平 2 次元の

*3 以下にも明らかなように、位相依存性のないエネ
ルギー変換項の導出の基本的な発想は、位相依存
性のない wave-activity flux の導出（Takaya and

Nakamura 1997; 2001）と良く似ている。
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世界なので渦位の代わりに渦度を用いるが、い

ずれにせよ、この右辺第二項は十分に物理的意

味のある項である。

さて、本研究の目的である位相依存性のない

エネルギー変換項の定式化は、上記の E の時間
発展方程式を導出することによってなされる。

ただし、凖地衡風方程式系においては、ψ′ の時

間発展方程式は陽には得られないので、E の方
程式の導出にはそれなりの工夫が必要となる。

本論文では、導出過程の詳細は割愛する。

以下に、E の時間発展方程式を考えることに
よって得られた位相依存性のないエネルギー変

換項の新しい表式を、順圧成分 CKn と傾圧成

分 CPn のそれぞれについて示す；

CKn =
1

2
[{(ψ′2
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yy)}
∂U

∂x
(7)

+(ψ′
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′
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これらの表式のうち、擾乱の 2次の項を見ると、

擾乱流線関数の１階微分同士の積の項と、擾乱

流線関数とその２階微分の積の項との組み合わ

せになっており、位相依存性のない物理量を定

義できていることが分かる。例えば、CKn 中

の (ψ
′2
x −ψ′ψ′

xx)において、ψ
′ ≈ sin(kx+ ly+

mp− ωt)とすれば、第一項は cosの２乗に、第

二項は sin の２乗にそれぞれ比例し、それを組

み合わせることにより、WKB 近似の範囲でこ

の項の位相依存性が消去されていることが分か

る。(8）式、(10）式の他の部分も同様に考える

ことが可能で、よって全体として位相依存性の

ないエネルギー変換項が定義出来ていることに

なるのである。

3 適用例

以上に求めた位相依存性のないエネルギー

変換項の有効性を確認するために、観測デー

図 1 7月に日本付近の 250hPaにおいて、高

気圧性偏差が卓越したときの高度場合成偏差

を等値線で表したもの（40m毎、ただし 0m 以

下の等値線は省略）。過去 40年の７月で、日本

東方（35-45N, 140-160E)において領域平均し

た 250hPa高度場をもとに、高/低気圧性偏差

が卓越した年を抽出し合成図を作成したもの。

高気圧性偏差の卓越時から低気圧偏差の卓越

時を差し引いている。shade は 7 月 250hPa

における日本付近の東西風の気候値を表す（値

はパネル下部の凡例を参照のこと）。

タを用いて比較検証を行った。用いたデータは

NCEP/NCAR再解析データで、過去 40年の 7

月の 250hPa 高度場（Z250) において、日本の

東方（35-45N, 140-160E) で高気圧または低気

圧偏差が卓越した年を選び出し、合成図解析を

行った。

まず、図 1において、Z250合成偏差図を確認

すると、日本付近を中心として、全体的に高気

圧性偏差が東西に分布していることが分かる。

細かく見ると、黄海付近と北海道東方沖とに２

つ、Z250偏差が極大の領域があり、それぞれは

対流圏上層の偏西風の出口と入口付近に位置し

ている。

この偏差分布と気候値を用いて、伝統的な順

圧エネルギー変換項 (3）式と位相依存性のない

順圧エネルギー変換項 (8）式の水平分布を表し

たのが図 2である。 伝統的な表式を描画した図

2(a) を見ると、第 1 節で指摘したように、CK

の分布は高気圧性偏差の「節」に分布し、さら

にその水平スケールが高度場偏差のそれと比較
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図 2 順圧エネルギー変換の水平分布と 250-hPa高度場偏差。等値線は順圧エネルギー変換（単

位：m2/s3）を表し、(a) は伝統的な変換項の表式 (3）式を基に、(b) は位相依存性のない変換

項の表式 (8）式を基に、それぞれ分布をもとめたもの。shadeは、図 1と同じ 7月の日本付近の

250hPa高度場の合成偏差で 40m以上の領域を表す。

して小さいことが分かる。つまり、CK の分布

に位相依存性が強く現れてしまっており、この

擾乱全体の維持・強化にエネルギー変換がどの

ような役割を果たしているのかを議論しにくい。

一方、位相依存性のない表式を描画した図 2(b)

を見ると、こちらは分布に位相依存性が見られ

ないことが分かる。CKn が特に「節」に選択的

に分布していることもなく、また、その水平ス

ケールも高度場偏差のそれと同程度で、高度場

偏差と基本場とのエネルギーのやり取りの物理

的意味を捉えやすい。例えば、高気圧性偏差の

上流側（西側）の CKn の正の領域は、気候値の

偏西風の出口つまり ∂U
∂x < 0 の特性を反映して

いることが分かる。また、偏差の下流側（東側）

では、∂U
∂y の符号に対応して CKn の分布が決定

されている様子が見て取れる。つまり、エネル

ギー変換項の分布に気候値流速（の勾配）が強

く影響している事が理解出来、それにより、波

束としての擾乱の維持・強化メカニズムの議論

を定量的に行うことが可能になることが期待出

来る。

4 まとめ

本研究では、位相依存性のないエネルギー変

換項の定式化についての提案を行った。これは、

「位相依存性のないエネルギー」を（6）式のよ

うに定義し、その時間発展方程式を導出するこ

とによってなされる。この新しい表式 (8）式、

(10）式のエネルギー変換項には、伝統的な表式

とは対照的に、時間平均などの位相平均を取ら

ずとも、WKB 的な擾乱に対して位相依存性が

ない事が理論的に証明出来る。また、実際に (8）

式を観測された合成偏差場に適用し、位相依存

性のない分布が得られること、かつ、より物理

的に解釈しやすい分布になっていることを確認

した。

なお、今回は割愛したが、擾乱エネルギーの

時間発展を議論するためには、順圧及び傾圧エ

ネルギー変換に加え、エネルギーフラックスを

も考慮する必要がある。エネルギー変換とエネ

ルギーフラックスとの関係も非常に興味ある課

題であり、今後、詳しく説明していく予定であ

る。なお、本研究の内容は近く国際学術誌に投

稿予定である。
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